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私たちの理念 自治経営の事業

個を繋げ、
大きな社会変革を

私たちは「地域経営力」のあるヒトづくり、
そのヒトから生まれる地域事業の加速・連鎖を支援し、
大きな社会変革を目指します。

自治経営では、自ら実践することを通じてナレッジを蓄積したメン
バーが、専門分野ごとに「事業アライアンス」を組織し、全国横断的な
地域経営課題等の解決を目指す事業を展開しています。代表的な事
業は下記の通りです。

地域アライアンス別会員数

全国各地のメンバーによる地域事業が芽吹いてきた今、これを大
きな社会変革に繋げるためには、各地のヒトと事業を繋げ、加速さ
せる必要があります。

自治経営は、近隣地域のメンバーが、情報交換やナレッジの共有な
どを行うチーム「地域アライアンス」と、全国横断的な地域経営課
題等に対し、メンバーが自治経営の事業を通じて解決を図るチー
ム「事業アライアンス」（「右ページ「自治経営の事業」参照）の２つ
のアプローチから、地域経営力あるヒトのチカラを結集しています。

ヒトづくりと地域事業から
日本の 自治 を変える。

明治維新以降、中央集権化、人口増加時代
の効率良い行政運営など様々な理由から、
国による画一的なまちづくりが推進される
中、いつのまにか、自分たちの地域のことを自
分たちのアタマで考え経営する本来の「自
治」ではなく、経営視点のない公民による「経
営なき自治」にあぐらをかくようになってしま
いました。

自分のアタマで考えない
「経営なき自治」

私たちが、自分たちの地域に無関心になって
いる間に、「経営なき自治」による地域の疲弊
が確実に進んでいます。
このような状況を打破するために、地域経営
力のある公民によるヒトづくり、そしてそのヒ
トから生まれる地域事業づくりを進め、「新た
な自治」を創る必要があると考えています。
それが私たちの理念である「自治経営」です。

ヒトづくり、事業づくりから
始まる、「新たな自治」

私たち「自治経営」のメンバーの多くは、自分
自身が「地域経営力」を身につけるために２０
１５年に開講した、公民連携プロフェッショ
ナルスクール（現在の都市経営プロフェッ
ショナルスクール）を修了しています。
修了後、公民それぞれの立場から、全国各地
で「新しい自治」の先駆けとして活動してい
る実践者の集団、それが「自治経営」です。

全国各地で「新たな自治」に
挑むメンバー

自治経営の組織構造

公共空間活用・エリア再生など、地域で公民連携事業等に取り組みたい自治体に対し、全国
の先進事例を実践したメンバー自らが支援します。様々な障壁を乗り越えた経験を活かし、
行政特有のルールを踏まえた制度設計・行政計画等の策定や施策推進などのプロセスを伴
走し、「自立自走」できる自治体職員の育成を支援します。

公共施設の老朽化と維持管理コストの増大、自治体の財政難という課題は、すべての自治
体が抱える喫緊の課題です。自治体のFMに精通したメンバーが、職員向け研修、学校断熱
ワークショップ、公共施設脱炭素化推進計画の策定などをめざす自治体の取り組みを支援
します。

FM（ファシリティマネジメント）支援自治体向け

子ども向けスクール事業「クリエイティブスクール」や公務員向けスクール事業「公務員力
養成講座」を通じて、「自主経営（セルフマネジメント力）」と「稼ぐ能力」を子どもたちが学ぶ
機会を創出するとともに、地域の課題と正対できる公務員を育てるなど、将来の地域を支え
る人材育成にも取り組んでいます。

人材育成事業

各地で地域事業に取り組むメンバー自らが、その事業のプロセスと人の繋がりなどの「核
心」を執筆した「公民連携事業ケーススタディブック」を定期的に発行するほか、「国土交通
省PPPパートナー（令和４年度）」としての講演会等の開催、自治体等が主催する講演会等
へのメンバーの派遣などを通じ「新しい自治」に関する情報発信を積極的に行っています。

出版・情報発信事業
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その他
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会員の属性

公民連携を推進していく、あなたのまちの「こまりごと」に対応

「新しい自治」の根幹を担うヒトづくりから、着実に地域の未来を切り拓く。

メンバーの持つ「新しい自治」の知見を、地域そして日本全体のナレッジへ

「施設保全×FM×公民連携×断熱」によるハイブリッド戦略型資産経営を支援

。

伴走型支援自治体向け

地域経営課題等の
解決を目指す



自治経営のメンバーは、全国各地で地域経営課題を解決
するために、自らのアタマで考え、公民連携事業などを実
践する「新しい自治」に挑んでいます。
メンバーが取り組む事業の一部をご紹介します。

新しい自治に挑む

お問合せ先
NPO法人自治経営は、

安定した運営と認定NPO法人を目指して
サポーター（寄付）を募集しております！

Syncableにて
カード決済で
寄付が可能です。

公式サイトはこちら

NPO法人自治経営　事務局
MAIL

HP

TELjichi.keiei@gmail.com

https://www.jichikeiei.com/

090-8347-9980

福知山ワンダーマーケット/
アーキテンポ

京都府福知山市

グラスハウス利活用事業

岡山県津山市

QURUWA戦略／
籠田公園・中央緑道等

愛知県岡崎市

青島ビーチパーク／
青島ビーチヴィレッジ

宮崎県宮崎市

リノベーションまちづくり／
私たちの月３万円ビジネス

埼玉県草加市

公共空間利活用における公民
連携定禅寺パークレット

宮城県仙台市

カダルテラス金田一

岩手県二戸市
大阪府大東市

Change Japanese autonomy 
from human resource development 
and regional business.

岩手県盛岡市

盛岡バスセンター

木伏緑地

morineki


